
 1 

  
 
 
 
 

令和８年度 第２１４号 

 

 

令和９・１０・１１年度下水道施設包括的維持管理業務

委託（長期継続） 

 
 

 
実施要領 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和８年６月 

甲  賀  市 



 2 

 第１節 実施要領等の趣旨  

 

１．趣 旨 

   甲賀市（以下「本市」という。）は、下水道施設の運転及び維持管理等における民間

の創意工夫やノウハウの活用により、下水道施設管理の効率化とサービスの向上を図る

ため、事業者からの提案により業務委託を実施する。 

   本実施要領は、令和８年度 第２１４号 令和９・１０・１１年度下水道施設包括的

維持管理業務委託(長期継続)（以下「本業務」という。）の委託にあたり、当該業務を

行い得る能力を有する事業者のうち、業務に対する意欲、資質及び技術的能力等が優れ

た事業者を公募型プロポーザル方式により選定し、本業務を委託するために必要な事項

を定めるものとする。 

 

２．定 義 

   本実施要領における用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）公募型プロポーザル方式  提出された提案書等を評価し、最優秀提案者を選定する

方式をいう。（以下「プロポーザル」という。） 

（２）事 業 者        当該業務を請け負う技能を有し、かつ当該業務に係るプ

ロポーザルに参加を希望する者（共同企業体を含む）。 

（３）最優秀提案者       当該業務に係る審査委員会で一番優秀な提案を行った事

業者。 

（４）次 点 者        上記の審査委員会で２番目に優秀な提案を行った事業者。 

（５）受 託 者        本業務を受託した事業者。 

 

 第２節 対象業務の概要  

 

３．業務委託の概要 

   プロポーザルの実施対象となる業務の概要は、次のとおりとする。 

（１）委託する業務の名称 

    令和８年度 第２１４号 

    令和９・１０・１１年度下水道施設包括的維持管理業務委託(長期継続) 

（２）業務委託の内容 

    別紙の令和８年度 第２１４号 令和９・１０・１１年度下水道施設包括的維持管

理業務委託(長期継続)に係る業務要求水準書（以下「要求水準書」という。）による。 

（３）履行場所 

    甲賀市一円 
（４）委託契約期間 

    令和９年４月１日から令和１２年３月３１日の３年間とする。ただし、採用決定

通知日から業務委託開始日までの期間は業務準備期間とし、当該期間に関する経費
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については最優秀提案者の負担とする。 

 

４．委託料の上限額 

   本業務委託において、前項（４）に記載する委託契約期間において受託者が本市に提

供するサービスの対価として、本市が受託者に支払うこととなる委託料の上限額（税抜）

は、１，０３６，９７０千円とする。 

   なお、各年度における本市が受託者に支払うこととなる委託料の上限額（税抜）は、 

 (1 年目) ３４２，７３０千円  (2 年目) ３４７，１３０千円   

（3 年目) ３４７，１１０千円とする。 

   ただし、これらの額は、消費税及び地方消費税に相当する金額を除いたものとする。 

   提案上限額を超える額で提案した事業者は失格とする。 

   プロポーザルに係る費用は、全て事業者の負担とする。 

 

 第３節 業者選定のスケジュール  

 

５．プロポーザルの実施日程等 

（１）プロポーザルは、以下の日程により行うものとする。なお、下記日程は、都合により

変更することがある。 

実施要領等の公告 
  令和８年 ８月 ３日（月） 

 ～令和８年 ９月１１日（金） 

プロポーザル参加申込書の受付期間 
  令和８年 ８月 ３日（月） 

 ～令和８年 ９月１１日（金） 

参加資格審査結果通知 
令和８年 ９月２４日（木） 

～令和８年１０月 ６日（火） 

施設見学希望申込書の受付期間 
令和８年 ８月 ３日（月） 

 ～令和８年 ８月２０日（木） 

資料閲覧申込書の受付期間 
令和８年 ８月 ３日（月） 

 ～令和８年 ８月２０日（木） 

施設見学の通知 
令和８年 ８月 ４日（火） 

～令和８年 ８月２８日（金） 

施設見学の実施日 
令和８年 ８月 ４日（火） 

～令和８年 ８月２８日（金） 

資料の閲覧期間 
令和８年 ８月 ３日（月） 

 ～令和８年 ８月２８日（金） 

質問の受付期間 
令和８年 ８月１０日（月） 

 ～令和８年 ８月２８日（金） 

質問の回答日（ホームページ公開） 
令和８年 ８月１０日（月） 

 ～令和８年 ９月 ４日（金） 



 4 

提案書及び見積書の受付期間 
令和８年１０月１３日（火） 

 ～令和８年１０月２３日（金） 

プレゼンテーション実施の通知日   令和８年１０月２８日（水） 

プレゼンテーション及び審査 

委員会の開催日 
  令和８年１１月１９日（木） 

審査結果の通知日   令和８年１２月 ４日（金） 

契約内容の協議 
令和９年 １月 ５日（火） 

 ～令和９年 ３月３１日（水） 

運転管理等の事務引継ぎ 
令和９年 １月 ５日（火） 

 ～令和９年 ３月３１日（水） 

契約締結   令和９年 ４月 １日（木） 

 

（２）日程等に係る留意事項 

①各手続きにおける受付時間は、土曜日・日曜日・国民の祝日に関する法律に規

定する休日を除く、平日の午前９時から午後４時４５分までとする。 

②書類の提出において、定められた提出期限の受付時間を過ぎて到着したものは

受け付けない。なお、持参及び電子メールによる提出とされている項目につい

ても同様とする。 

③書類提出の方法については、項目ごとに定められた方法により行うこととする。

④各手続きの提出先等は、次のとおりとする。 

       甲賀市役所 上下水道部 下水道課 

         滋賀県甲賀市水口町水口 6053 番地 

           担当 施設維持係 

           TEL 0748-69-2229  FAX 0748-69-2295 

           E-mail koka10433000@city.koka.lg.jp 

 

 第４節 審査に関する事項  

 

６．審査機関 

   プロポーザルにおける審査を行うため、令和８年度 第２１４号 令和９・１０・１

１年度下水道施設包括的維持管理業務委託（長期継続）プロポーザル審査委員会（以下

「審査委員会」という。）を設置するものとする。 

 

７．審査・選考方法 

   選考等の詳細については、別紙の令和８年度 第２１４号 令和９・１０・１１年度

下水道施設包括的維持管理業務委託(長期継続)審査評価基準書（以下「評価基準書」と

mailto:koka10433000@city.koka.lg.jp
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いう。）による。なお、審査委員会は審査を実施し、最優秀提案者及び次点者を決定す

るものとする。 

 

８．審査の結果通知 

（１）審査結果は、提案書を提出した事業者全員に書面により通知（様式第１－８号又は様

式第１－１０号）するとともに、最優秀提案者及び次点者については、その実名を公表

するものとする。 

（２）審査結果についての異議申立ならびに問合せは、一切受け付けない。 

（３）提出された提案書内容は公表しない。 

 

 第５節 提案に関する事項  

 

９．参加に必要な条件 

プロポーザルに参加できる事業者は、単独企業又は複数の企業により構成される共同企 

業体（以下「共同企業体」という。）とする。なお、一部の業務において再委託を行う場

合は、業務種別の再委託先企業を明確にすること。また、次に掲げる要件に該当する者と

する。 

（１）単独事業者の資格要件 

①要求水準書に掲げる基準を満たす配置予定技術者を本件業務委託に配置できること。 

②技術者については、OD 法による処理場の水処理施設と汚泥処理施設の運転及び中継 

ポンプ場、マンホールポンプ場の運転管理を５年以上履行した実績を有すること。 

（２）共同企業体の場合の資格要件 

①共同企業体を構成する事業者は制限を設けない。 

②共同企業体の代表事業者をプロポーザルに参加する代表事業者とすること。 

   ③代表事業者が参加の申請から契約締結まで必要な手続きを行うこと。 

   ④共同企業体は（１）の要件を全て満たすこと。 

   ⑤業務完了時まで代表事業者の変更がないこと。 

   ⑥構成員が、単独又は他の共同企業体の構成員として本プロポーザルに参加していな

いこと。 

   ⑦参加申込書の提出時より前に共同企業体を成立させ、本業務の実施に関して適切な

役割を担うとともに、すべての構成員が一体となって業務遂行する体制とする。 

   ⑧共同企業体は、当該業務の完了後、業務整理等に必要な期間として、３ヶ月以上存

続すること。 

   ⑨２社の場合、構成員の最小の出資比率は３０％以上、３社の場合、構成員の最小の

出資比率は２０％以上とすること。 

（３）共通の資格要件 

①甲賀市財務規則第１１２条第３項に基づいて作成された令和８年度甲賀市入札参加 

資格者名簿（上下水道施設等維持管理）に記載されている者とする。 
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②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当 

しない者とする。 

③客観的に明らかに経営不振に陥ったと認められる次のア及びイの要件に該当しない 

こと。 

ア 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを

している者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。） 

イ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを

している者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。） 

④破産法第１８条第１項若しくは第１９条に基づく破産の申立てがなされていないこ

と。 

⑤この公告の日から提案書等の提出時までの期間において、甲賀市建設工事等入札参

加停止基準に基づく指名停止措置を受けていない者とする。 

⑥自己又は自社若しくは自社の役員等が、次のアからカまでのいずれにも該当しない

こと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。） 

イ 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。 

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える 

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接 

 的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 上記アからオまでのいずれかに該当する者と知りながら、これを不当に利用す 

るなどしている者 

⑦市町村税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 

 

10．参加表明 

（１）事業者は、別紙の令和８年度 第２１４号 令和９・１０・１１年度下水道施設包括

的維持管理業務委託（長期継続）様式集（以下「様式集」という。）のプロポーザル参

加申込書（様式第１－１－１号又は様式第１－１－２号、様式第１－１－３号（写し））

により、プロポーザルへの参加意向を表明しなければならない。 

（２）参加申込書の提出は、次のとおりとする。 

    ①提出期限・場所  上記５．プロポーザルの実施日程等のとおりとする。 

    ②提 出 方 法  参加申込書を持参により提出するものとする。 

    ③提 出 書 類  「プロポーザル参加申込書（様式第１－１－１号又は様式第

１－１－２号、様式第１－１－３号（写し））」に記載され

た書類 
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11．資料の閲覧等 

（１）事業者に対し、日時を指定のうえ、資料閲覧及び見学を実施するものとする。なお、

指定日以外の資料閲覧及び施設見学は認めないものとし、当日参加しなかった場合は、

資料閲覧及び施設見学の必要がないと判断したものとみなすこととする。 

（２）資料閲覧を希望する事業者は、別紙様式集による資料閲覧申込書（様式第１－３号）

を提出するものとする。 

    ①提出期限・場所  上記５．プロポーザルの実施日程等のとおりとする。 

    ②提 出 方 法  申込書を持参により提出するものとする。 

（３）施設見学を希望する事業者は、別紙様式集による施設見学希望申込書（様式第１－２

号）を提出するものとする。 

    ①提出期限・場所  上記５．プロポーザルの実施日程等のとおりとする。 

    ②提 出 方 法  申込書を持参により提出するものとする。 

    ③そ  の  他  施設見学を希望できる箇所は１事業者当り５箇所程度とする。 

また、参加人数は１事業者３名までとし、移動の車は各事

業者で用意するものとする。 

（４）資料閲覧及び施設見学の実施にあたっては、事業者に別途通知する。 

（５）資料閲覧及び施設見学において、資料の持ち出しや質問等は一切禁止するものとする。

ただし、撮影等による記録を行うことは認めるものとする。 

（６）本市が提示する資料等は、提案に係る検討以外の目的で使用することはできない。 

（７）本市が提示する資料は、実施要領と一体のものとして、同等の効力を有するものとす

る。 

（８）資料閲覧及び施設見学において知り得た情報は、他に漏らしてはならない。 

（９）資料については、希望する資料が準備できない場合があること留意願いたい。 

 

12．質問及び回答 

   実施要領ならびに関係書類に関する質問及び回答は、次のように行う。 

（１）質 問 

    ①提出期限・場所  上記５．プロポーザルの実施日程等のとおりとする。 

              ただし、質問締切期日の受付最終時間は、午後４時４５分と

する。 

    ②質 問 方 法  質問内容を簡潔にまとめ、別紙様式集の実施要領等に関する

質問書（様式第１－４号）を電子メールで提出し、電話に

て連絡を行うこと。 

（２）回 答 

    ①回  答  日  上記５．プロポーザルの実施日程等のとおりとする。 

    ②回 答 方 法  ホームページにて行う。なお、電話や口頭等での質問は受け 

付けない。 
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13．提案書の提出 

   プロポーザルの参加通知（様式第１－５号）を受けた事業者は、実施要領等の内容を

踏まえて提案書（様式第２－１号）を提出するものとする。 

   代理人により企画書ならびに見積書を提出しようとするときは、代理人は、同時に委

任状（様式第１－１１号）を提出しなければならない。この場合において、当該代理人

は、同一の入札について、２事業者以上の代理人となることができない。 

（１）提案書の提出 

    ①提出期限・場所  上記５．プロポーザルの実施日程等のとおりとする。 

    ②提 出 方 法  提案書（様式第２－１号）を持参により提出するものとする。

（郵送等は不可とする。） 

    ③提 出 部 数  正本１部（様式第２－１号に記名押印したもの） 

              副本８部（様式第２－１号に記名押印していないもの） 

（２）提案書の内容 

    提案書には、できるだけ本市の施設に合致した具体的な提案を含めて、評価基準書

に記載している項目ごとに記載すること。 

    記載項目 ・受託実績について 

         ・維持管理等業務に関する基本方針について 

         ・業務の執行体制及び人数について 

         ・技術の向上及び継承について 

         ・異常事態等発生時の対応について 

         ・処理場運転管理・管路管理・保全管理の内容について 

         ・水質管理業務・環境整備業務等の内容について 

         ・追加提案について 

（３）費用負担 

    提案書作成等に要する費用は、すべて事業者の負担とする。 

（４）情報公開 

事業者の提出する書類が甲賀市における情報公開請求の対象となった場合、同意

することを条件とする。 

（５）提案書提出に係る留意事項 

    ①使用する言語は日本語、計量単位は計量法に定めるもの、通貨単位は日本円、時

刻は日本標準時とし、文字のフォントは１０ポイント以上とする。 

    ②様式サイズは、日本産業規格Ａ４版縦置き横書き左綴りにより作成するものとす

る。図表等の資料はページに含まないものとし、図表等を使用する場合において

Ａ３版を使用する場合は折綴りとすること。 

    ③Ａ４版とＡ３版の枚数は同一の枚数として扱うものとする。 

    ④提出は書面での提出とし、電子記憶媒体による提出は認めないものとする。 

    ⑤提案書（副本）には、ロゴマークの使用を含めて、事業者等が識別できる記述を

してはならない。 
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    ⑥提出された書類について、変更や差し替えはできないものとし、また、理由のい

かんに関わらず返却しない。 

    

14．見積書の作成 

    見積書を作成する際は、下記の条件を遵守のうえ作成すること。 

（１）見積書の記載（様式第３―１号及び様式第３－２号） 

   ①見積書（様式第３－１号）に総額（税抜き）を記載し、代表者印を押印し、封入・

封印すること。 

   ②内訳として業務委託費内訳書（総括表）（様式第３―２号）を同封すること。 

   ③様式第３―１号の総額と様式第３―２号の総額合計が一致すること。 

   ④値引き等の記載及び明確な根拠のない年度ごとの差異は認めないこととする。 

   ⑤提出後の変更及び差し替えは一切認めない。 

 

（２）見積書の提出 

①提出期限・場所  上記５．プロポーザルの実施日程等のとおりとする。 

    ②提 出 方 法  提案書（様式第２－１号）と同時に持参により提出するもの

とする。（郵送等は不可とする。） 

    ②提 出 部 数  正本１部 

    

15．実施要領等の承諾 

   事業者は、プロポーザル参加申込書、提案書、見積書の提出をもって、本実施要領及

び関係資料の記載内容を承諾したものとみなす。 

 

16．提案無効に関する事項 

  次のいずれかに該当する提案は、無効とする。 

   ①参加資格のない者（参加資格を取り消された者を含む。）がした提案。 

   ②記名押印のない提案書による提案又は提案事項を明示しない提案。 

   ③同一の事業者が行った複数の提案。 

   ④同一事項に対し、２通り以上の書類が提出された提案。 

   ⑤審査の公平性に影響を与える行為があった場合の提案。 

   

 

17．プレゼンテーション 

   事業者から提案書が提出された後、審査委員会は、事業者ごとにプレゼンテーション

を実施するものとし、事業者に日時、場所及び時間等を通知（様式第１－７号）するも

のとする。 

   プレゼンテーションは、次の事項により実施するものとする。 
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（１）実施日等 

    ①実 施 日  上記５．プロポーザルの実施日程等のとおりとする。 

    ②実施場所  事業者に別途通知（様式第１－７号）するものとする。 

    ③内  容  実施時間６０分以内（提案説明３０分以内、質疑３０分以内） 

（２）プレゼンテーション実施に係る留意事項 

    ①指定日以外のプレゼンテーションは認めないこととし、遅刻又は欠席の場合は失

格とする。 

    ②プレゼンテーションに参加できる人数は、配置予定総括責任者を含む５名以内と

し、事業者等の所属が分かるような服装はできないものとする。 

    ③プレゼンテーションに参加する出席者の役職及び氏名を、任意の様式により提案

書提出時に届け出るものとする。 

    ④プレゼンテーションの実施方法は自由形式とし、電子機器を利用して行うことも

可とする。なお、使用する電子機器は事業者で準備するものとする。 

    ⑤プレゼンテーションの実施において、提出した提案書の内容訂正や提案書に記載

されていない新たな提案を行うことはできないものとする。 

    ⑥プレゼンテーションにおいては、説明・質疑応答内容を記録し、詳細な議事録を

プレゼンテーション終了後、５日以内（土日祝日含まない）に提出すること。な

お、議事録は、契約事項の一部となることに留意すること。 

 

18．失格に関する事項 

（１）次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

    ①事業者の提案が要求水準書に示す要求要件を満たしていない場合。 

    ②提案書の提出がなかった場合又は提出日を過ぎて提案書を提出しようとした場合。 

    ③実施要領等に違反すると認められた場合。 

    ④見積書に記載された委託料の提案価格が、本実施要領に示す委託料の上限額を超

える場合。 

    ⑤提案書に虚偽の記載があった場合。 

    ⑥評価点の最下限を下回った場合。 

    ⑦信義に反する行為又は不正行為があった場合。 

 

 第６節 契約に関する事項  

 

19．契約手続き 

（１）本業務の契約は、令和９年度甲賀市下水道事業会計予算が成立した場合において、令

和９年４月１日付けで契約を締結することを前提とした契約準備行為として執行するも

のとすることから、甲賀市議会で執行に係る議決がなされなかった場合は、契約を締結

しない。また、予算の該当金額に減額等があったときは、双方協議に基づいた額で契約

するものとする。 
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発注者は、自己の都合によりこの契約を解除するときは、文書をもって受注者に通告

するものとする。 

翌年度以後において、甲賀市下水道事業会計予算の当該金額について、減額又は削除

があった場合は、本契約は変更又は解除する。 

前項の規定による契約の解除に伴い、受注者に損害を与えたときは、発注者は、その

損害を賠償しなければならない。この場合の賠償額は、発注者と受注者とが協議して定

めるものとする。 

（２）本業務委託の契約については、提案書の内容を基本とし、本市と最優秀提案者の協議

によって確定するものとする。また、当該業務の条件及び内容等の見直しが必要な場合

は、その都度協議によって変更するものとする。 

（３）最優秀提案者に業務委託契約を締結できない何らかの事由が発生した場合は、順位を

繰上げ、次点者と本業務委託の交渉を行うことができるものとする。 

（４）業務準備間における費用及び業務対象施設に対し最優秀提案者が損害等を起こした場

合の費用は最優秀提案者の負担とする。 

 

 第７節 業務実施に関する事項  

 

20．土地及び施設の使用 

   受託者は、委託期間中、本市の許可を受けて当該施設用地及び施設を無償で使用する

ことができる。 

 

21．業務活動拠点の設置 

   受託者は、本業務の円滑な遂行を図るため、自己の業務活動の拠点となる事務所を市

内に設置することとする。 

   ただし、業務遂行に特段の支障がなく、迅速な対応が図れると本市が認めた場合、事

務所の設置場所についてこの限りではない。 

 

22．業務の再委託等 

（１）本業務の実施にあたり、受託者は、発注者の承認を受けた場合に限り、業務の一部を

他の者に再委託又は請負わせることができるものとする。 

（２）発注者は、再委託等をすることによって、業務の確実な実施が見込めないと認めると

きには、承認をしないことができる。また、業務の全部を再委託することはできない。 

 

23．受託者の債務不履行の場合 

（１）実施する本業務が契約に定める水準を下回る場合又は受託者の責めに帰すべき事由に

よる債務不履行若しくはその懸念が生じた場合、発注者は、受託者に対して、修復勧告

を行い、一定期間内に修復策の提出及び実施を求めることができる。受託者が当該期間

内に修復することができなかったときは、発注者は、契約を解除することができる。 
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（２）会社更生法の適用申請を行うなど財務状況の悪化に伴い、契約に基づく業務の継続が

困難と合理的に考えられる場合、発注者は、契約を解除することができる。 

（３）上記（１）又は（２）において、発注者が契約を解除した場合、受託者は原則として

原状回復義務を負うほか、発注者は受託者に対して、これにより生じた損害の賠償を請

求することができる。 

 

24．本市の債務不履行の場合 

（１）本市の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合、受託者は契約を解

除することができる。 

（２）上記（１）において、受託者が契約を解除した場合、受託者は本市に対し、これによ

り生じた損害の賠償を請求することができる。 

 

25．当事者の責めに帰すことのできない事由により業務の継続が困難となった場合 

   不可抗力その他本市及び受託者のいずれの責めにも帰すことのできない事由により業

務の継続が困難となった場合、本市及び受託者双方は、業務継続の可否について協議す

る。一定の期間内に協議が整わないときは、それぞれ相手方に事前に書面によるその旨

の通知をすることにより、発注者及び受託者は、契約を解除することができる。 

 

26．支払いの減額等 

   実施する本業務が契約に定める水準を充足していないこと等が判明した場合は、委託

料の減額等を行うことがある。主に次の事項を勘案して減額等の要否及び額を決定する。

なお決定に際しては、受託者の意見を聴取する。 

    ①業務の充足 

    ②上記を満たさない事項に対する改善 

 

27．支払手続き 

（１）受託者は、毎月ごとに業務完了届を作成し、速やかに本市に提出するものとする。 

（２）本市は、業務完了届受領後１０日以内に検査を行うものとする。 

（３）受託者は、本市の検査完了後、速やかに本市に請求書を送付するものとする。 

（４）本市は、受託者からの請求書を受領後、３０日以内に委託料を支払うものとする。 

 

 第８節 その他事項  

 

28．事務局 

   プロポーザルに係る事務局は、甲賀市上下水道部下水道課（電話番号：0748-69-2229） 

とする。 
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29. 辞退について 

   プロポーザル参加申込書を提出後、プロポーザルを辞退する場合は任意の様式にて辞 

退届を速やかに提出すること。 


